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研究成果の概要（和文）：クロスメディア環境下のブランド・コミュニケーション戦略において

は、消費者のメディア移転をふまえた双方向で効果的なメッセージの共創が不可欠となる。消

費者は、その経験や知識の増大にともなって関与水準やブランド評価基準も変化するなかで、

内部探索と外部情報探索を組み合わせて購買意思決定を行う。もちろん、この過程は日英米３

ヵ国で異なる。企業のマーケティングやブランド戦略はそうした状況をふまえて展開するべき

であることが明らかになった。 
 
研究成果の概要（英文）：Internet has more and more promoted the consumer initiative and 
so-called cross media situation. When consumers want to make buying decisions, they 
transfer from one communication media to other media to acquire necessary information. 
But there are many different behaviors among US, UK, and Japan. Global brand company 
needs to develop the different brand communication strategies in these countries. 
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１．研究開始当初の背景 

インターネットの急速な普及とメディ

アの多元化、インストア・コミュニケーシ

ョンの最適ミックスへの期待、消費者の主

体的・能動的な情報発信の増大に象徴され

るクロスメディア状況が今日、グローバル

に進展してきている。そのなかで消費や競

争、したがって、マーケティングのあり方

も大きく変化した。とりわけブランド・コ

ミュニケーション、テレビや新聞などマス

メディアを中心とした従来の広告コミュ

ニケーションは、根本的とも言える転換を



余儀なくされている。そこではメディア・

ミックスやＩＭＣの考え方はもはや通用

しない。 

ブランド・コミュニケーションをめぐる

このような新しい動きのなかで、企業にと

って広告効果をどのように把握・測定すれ

ばよいのかが大きな課題となっているに

もかかわらず、現時点ではタッチポイント

ベースのブランド・コミュニケーション戦

略をふまえた一般モデルはこれまで存在

してこなかった。 

また、そうした課題が問題視されてきた

時期や取り上げられ方、意義や重要性は、

国や地域の影響を受ける。法律・政治・経

済・社会・文化などの違いが存在するから

である。国や地域による異同は、ドメステ

ィックな企業だけでなく、グローバル企業

にとっても重要なテーマであるにもかか

わらず、グローバルな規模での消費や競争

をふまえたグローバル・コミュニケーショ

ンのあり方についての研究も過去にあま

り例を見ない。 

 

 

２．研究の目的 

(1) クロスメディア環境下での広告コ

ミュニケーション効果を明らかにするた

めの前提として、より妥当性の高い広告効

果コミュニケーションモデルを構築する

こと。 

(2) この広告効果コミュニケーション

モデルにもとづいて、具体的な製品を取り

上げ、消費者のブランド選択行動を分析す

ること。 

(3)ブランド・コミュニケーション効果

を日米欧３カ国について国際比較し、共通

点や相違点を明らかにすること。 

(4) 今日グローバル化しているメーカ

ーや流通企業のブランド戦略に関する理

論上、実務上のインプリケーションを導き

出すこと。 

  (5) わが国におけるメーカーや小売企業

のブランド・コミュニケーション戦略、とく

に顧客ロイヤルティ構造の将来展望を考え

ること。 

 

 

３．研究の方法 

(1) 分析データとしては、ＦＳＰデータ

（会員データ）というＩＤ付きＰＯＳデー

タを用いた行動に関する情報とアンケー

ト調査の結果を用いたブランド選択に関

する情報とを融合させる。 

(2) 従来行われていた消費者の態度モ

デルのみでは不可能であった、経験や知識

の変化をふまえた中長期の購買行動やブ

ランド選択と情報メディアとの関係を取

り上げる。 

(3) インストアとアウトストアの両コ

ミュニケーション・メディアを区別しなが

ら、メーカーにとってのブランド選択や小

売業者にとっての店舗選択の２つを同時

に扱う。 

(4) 日英米の 3カ国を取り上げ、同時点

でのクロスセクションデータを収集し、こ

れを国際比較分析する。 

 

 

４．研究成果 

(1) 国内外の広告効果研究や広告効果モ

デルおよび小売店頭におけるブランド・コミ

ュニケーションに関する先行研究のレビュ

ーを行い、過去の研究の歴史的な流れと最新

の研究動向を把握した。それはクロスメディ

ア研究史として論文のなかに収載されてい

る。 

(2) メーカーや流通企業のマーケティン

グや広告コミュニケーション実態を把握し

た。そのために日英米３ヵ国における各種の

バックグラウンドスタディを行い、必要な情

報や資料を収集したり、各メーカーのブラン

ド・マネジャーや宣伝担当部門、小売企業の

店舗統括、顧客管理、ＦＳＰなどの担当部門、

広告代理店の担当者に対してヒアリング調

査も実施したりした。その成果は、広告モデ

ルや仮説、またアンケート調査票に反映され

た。 

(3) 消費者の購買行動における関与水準

と知識水準などを考慮して、食品・日用雑貨

品のうち紙おむつを取り上げながら、日英米

３ヵ国でアンケート調査を実施して、その統

計的解析を通じて有益な発見物を多数得た。 

①消費者の経験・知識水準と関与、ブラン

ド評価などと情報探索行動との関連を明ら

かにするため、ＴＶ広告などのマスメディア、

インターネット、口コミ情報、小売店頭の各

種プロモーション手段をどのように消費者

が活用しながら、カテゴリー、ブランド、ア



イテム別に最終購買意思決定を行っている

かを解明するなかで、小売店舗内外の広告コ

ミュニケーション効果、とくにブランド・ロ

イヤルティやストア・ロイヤルティの形成や

実売に対するその影響分析を行った。 

②日本については国内外の先行研究を見

てもほとんど例を見ない、消費者の経験・知

識水準別にシングルソースでのデータを収

集して、時系列的な解析を行った。とくにク

ラスター分析やコレスポンデンス分析を通

じてブランド評価基準や参照情報メディア

のダイナミズムを考察した。 

④ 英米の調査については、海外研究協力

者である英国エジンバラ大学の J. Dawson 教

授や米国カリフォルニア州立大学の R. 

Simeon 助教授をはじめ複数のマーケティン

グ・流通研究者との討論、欧米の小売企業の

調査などもふまえて詳細なアンケート調査

を実施し、その結果について日本との国際比

較を行った。その結果、消費者のブランド選

択と情報探索行動の過程は日英米３ヵ国で

異なることが明らかになった。 

⑤以上のクロスメディア環境下のブラン

ド・コミュニケーションに関する日英米の実

態調査をふまえて当初設定した広告効果モ

デルの妥当性を検証した。 

(4) クロスメディア環境下のブランド・コ

ミュニケーション調査によれば、企業の広

告・コミュニケーション戦略には、消費者の

メディア移転をふまえた双方向で効果的な

メッセージの共創が不可欠となることを明

らかにした。消費者の経験や知識の増大にと

もなって関与水準やブランド評価基準、内部

探索だけでなく、外部情報探索のあり方はど

のように変化するのか、消費者の経験や知識

の変化を組み込んだ広告コミュニケーショ

ン効果モデルにもとづきながら、マーケティ

ングやブランド戦略を展開すべきであるこ

とが明らかになった。 
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